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「憲章」では、「就労による経済的自立が可能な
社会」、つまり、経済的自立を必要とする者、とり
わけ若者が、いきいきと働くことができ、かつ、
経済的に自立可能な働き方ができ、結婚や子育て

に関する希望の実現などに向けて、暮らしの経済
的基盤の確保ができる社会を、仕事と生活の調和
が実現した社会の 3 つの具体的な姿の 1 つ目とし
て掲げています。

第2節　就労による経済的自立が可能な社会に関する数値目標設定指標の動向

〈数値目標〉

①就業率
20 ～ 64歳の就業率は、2009年にやや低下し
ましたが、2007 年以降おおむね 75 ％前後で推
移しており、2012年は 75.2％となっています。
15 歳以上の就業率については、2012 年は
56.5％となり、2010年以降 3年連続でおおむね
横ばいとなっています。長期的には低下傾向に
ありますが、その背景の一つとして、人口の高
齢化に伴い他の年齢階級区分に比べて就業率が
大幅に低い60歳以上の就業者の全就業者に占め
る割合が上昇していることが考えられます。

20～ 34歳の若年層の就業率は、70％台前半
で推移しており、2002年以降おおむね上昇傾向
であり、2012年は、74.4％となっています。
25 ～ 44 歳の女性の就業率は、有配偶の女性

の就業率の上昇等から長期的には上昇傾向が続
き、2012 年は 67.8 ％となっており、数値目標
に掲げられている他の年齢階級区分の中で、上
昇幅が一番大きくなっています。
60 ～ 64 歳の就業率は、高年齢者雇用確保措

置の進展等により 2003 年から 2008 年まで上
昇した後は横ばいとなっていましたが、2012
年は前年からやや上昇し、57.7 ％となってい
ます（図表 3-2-1）。

【図表3-2-1 就業率】

②時間当たり労働生産性の伸び率
これまでの対前年度の時間当たり労働生産性
の上昇率を見ると、景気の急激な悪化を受けた
2008 年度の大きな落ち込み後、2 年連続でプ
ラスの伸びとなり回復がみられましたが、
2011 年度は、東日本大震災等の影響も考えら
れ、前年度比 0.4 ％と上昇率は縮小しました。
しかし、2012 年度は前年度比 1.8 ％まで回復
しています（図表 3-2-2）。
（注）図表 3-2-2 の備考 4 にあるとおり、1 人当た
りの労働時間の算出に用いている厚生労働省

「毎月勤労統計調査」は、2011 年 2 ～ 5 月分に
ついて、岩手県、宮城県及び福島県の被災 3県
を中心に一部調査を中止していた。また、同期
間は、有効回答率の低下がみられるため、時系
列比較には留意が必要。
さらに、図表 3-2-2 の備考 5 にあるとおり、
就業者数の算出に用いている総務省「労働力調
査」も、2011 年 3 ～ 8 月分について、被災 3
県において調査が困難となったが、同期間につ
いては総務省統計局が公表している補完推計値
を用いる。
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③フリーターの数
フリーター（15 ～ 34 歳のパート・アルバイ
ト及びその希望者）の数は、2004 年以降 5 年
連続で減少しましたが、2009 年に増加に転じ、
2010 年以降 3 年連続でおおむね横ばいで推移
し、2012 年は前年と比べて 4 万人減少してい
ます。内訳を見ると、15 ～ 24 歳の年齢層では

減少している一方、25 ～ 34 歳の年齢層では増
加しており、年長のフリーターの滞留傾向がう
かがわれます。
また、15 ～ 34 歳人口に占めるフリーターの
割合は、2009 年以降 3 年連続で上昇し、2012
年も横ばいとなっています（図表 3-2-3）。

【図表3-2-2 時間当たり労働生産性の伸び率の推移（前年度比、実質）】

【図表3-2-3 フリーターの数の推移】



第

３
章

仕
事
と
生
活
の
調
和
実
現
の
状
況

第
２
節
　
就
労
に
よ
る
経
済
的
自
立
が
可
能
な
社
会
に
関
す
る
数
値
目
標
設
定
指
標
の
動
向

82

就業率（15歳以上、15～ 19歳、20～ 24歳）に
ついて、学生を除いた就業率を見ると、学生を含む
場合と比べ、15 歳以上の場合は 4 ポイント程度、

15 ～ 19 歳の場合は 60 ポイント程度、また 20 ～
24歳の場合は 20ポイント程度、それぞれ高い水準
で推移しています（図表3-2-4-①、図表3-2-4-②）。

【図表3-2-4-①　就業率（15歳以上、
在学中を除く場合・含む場合）】

【図表3-2-4-②　就業率（15～ 19歳、
20～ 24歳、在学中を除く場合・含む場合）】

役員を除く雇用者に占めるパート・アルバイトや契
約社員など非正規の職員・従業員の割合は、需要の変
動に対応しやすい労働力を求める企業のニーズや、多
様な働き方を求める労働者のニーズ等を背景に男女

共に長期的に高まってきています。また、役員を除く
雇用者全体に対する非正規職員・従業員の割合は、
2000年代半ば以降、男性は20％近く、女性は50％を
超えて推移しています（図表3-2-5-①、図表3-2-5-②）。

【図表3-2-5-①　雇用形態別役員を除く雇用者数の推移】
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雇用者に占める非正規の割合を男女・年齢階級
別に見ると、女性では、25 ～ 34 歳を底に増加し、
正規雇用として働き始めた女性の多くが、自ら望
んで又はやむを得ず、出産・子育て等のライフイ
ベントを重ねるにつれて非正規雇用の選択をして

いると考えられます。男性では 15 ～ 24 歳と 55
～ 64 歳以降で高くなっています（図表 3-2-6）。ま
た、フリーター期間が長くなるほど正社員への転
換が難しくなる傾向にあります（図表 3-2-7）。

【図表3-2-5-②　雇用形態別役員を除く雇用者数の推移（性別）】

【図表3-2-6 役員を除く雇用者の年齢階級別にみた非正規の職員・従業員の割合】
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職員・従業員」の割合。

４．「非正規の職員・従業員」は、勤め先での呼称によって区分された、「パート」、「アルバイト」、「労働者派遣事業所の派遣社
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正社員以外の労働者について、現在の働き方を
選択した理由を見ると、男女とも「自分の都合の
よい時間に働けるから」という積極的な理由の回

答割合は平成 19 年から減少し、「正社員として働
ける会社がなかった」という非積極的な回答割合
が平成 19 年から増加しています（図表 3-2-8）。

【図表3-2-7 フリーター期間別の正社員比率（フリーター経験者のうち現在、正社員である者のフリーター期間別比率）】
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（備考）独立行政法人労働政策研究・研修機構「大都市の若者の就業行動と意識の展開」―「第３回若者
のワークスタイル調査」（2011年実施）より。

【図表3-2-8 現在の就業形態を選んだ理由（男女別労働者割合）（正社員以外の労働者（出向社員を除く））】
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次に、転職希望者及び就業希望者がどのような
就業形態を希望しているかを見ると、雇用者（15
～ 34 歳）で、「非正規就業者」のうち、男性の
29.3 ％、女性の 22.6 ％が転職希望です。「非正規
就業者」の転職希望者のうち正規就業を希望する
人の割合は、男性は 75.6 ％、女性は 59.6 ％とな
っています（図表 3-2-9）。
また、無業者（15 ～ 34 歳）について見ると、

男性は 30.9 ％、女性は 38.6 ％が就業を希望して
います。就業希望者のうち正規就業を希望する人
は、男性は 62.8 ％、女性は 33.4 ％となっていま
す（図表 3-2-10）。
これらのことから、女性の方が男性より、自ら
正社員以外の働き方を選択している労働者が多い
とみられます。

【図表3-2-9 正規就業への転職希望者数及び割合（非正規、15～34歳）】

【図表3-2-10 正規就業への就業希望者数及び割合（無業者、15～34歳）】


